
長野県グループ
長野県塩尻市（人口66,787人）
長野県須坂市（人口49,262人）
長野県小諸市（人口40,788人）
長野県松川町（人口12,382人）

【対象業務】 住民基本台帳 転入届
個人住民税 特別徴収異動届

【モデル】 市区町村モデル
幹事団体:長野県（人口2,029,541人）

最終報告会資料
人口の基準日（市町村別推計人口）
令和４年１月１日
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概要
長野県では、令和2年度に複数自治体によるICTツール共同化の価値を検証した。
本事業では、同一の基幹系システムを利用する４団体において、①住民基本台帳（転入届）、②個人住民税
（特別徴収異動届）を対象に、 RPA、AI-OCR等を活用した標準化検討に取り組むとともに、複数自治体による
ICTツール共同化を実現するためのモデルを構築し、その効果を検証した。

＜Step１＞
データに基づく

業務選定・業務比較

＜Step２＞
ICTを活用した業務の最適化

に向けた検討

＜Step３＞
ICTツール導入実証/
共同化モデル構築

高負荷でありICT適用可能かつ
標準化対象１７業務
(住民基本台帳等)から選定

業務プロセス・帳票を団体間
比較することで、課題の明確化

To-Beフロー（将来的にあるべき姿）
とCan-Beフロー（実現可能なステッ
プ）の構築

標準準拠システムへの移行を見据え、
実証後に実現可能なレベルの
標準業務プロセスを構築

標準仕様書とのFit&Gap及び
ICTツールを活用した標準化検討

・団体間での意見交換
・標準化可能箇所の見極め

ICTツール導入実証

共同化を用いたBPR検討プロセス
を作成し、ICTツール共同化モデル
を構築

各団体の業務プロセス
・帳票比較

小諸市の全庁業務量調査
結果に基づく業務選定

AI-OCR/RPA導入効果の確認

A市 B市

ICTツール共同化モデル構築
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団体間業務フロー比較（As-Is）
4団体の現状の業務フローについて、標準化するにあたり解消すべき団体間差異を下記にまとめる。
業務の流れに大きな違いはないものの、作業の有無、作業対象物に複数の差異があることが分かった。
これらの差異も踏まえ、ICTツールや標準準拠システム機能を活用した標準業務フローを検討した。

転入届の提出 形式審査

受付

本人確認

内容審査

内容確認

他部署への連絡

関連書類の保管

関係部署の案内

システム入力

データ更新

内容確認

相談

住民 担当課

【差異1】

【差異2】

【差異3】

【差異4】

No. 差異の
種別

塩尻市 須坂市 小諸市 松川町

差異1 作業有無の
差異

実施無し
（形式審査
時に実施）

全部転入時
のみ住民照
会票を印刷し
確認

全件住民照
会票を印刷し
確認

実施しない
（形式審査
時に実施）

差異2 作業有無の
差異

実施しない 実施しない 関係部署へ
転入届をコ
ピーして手渡
し

転入届をコ
ピーしてチェッ
クリストへ張り
付け

差異3 作業対象物
の差異

審査リストと
転入届

システム画
面・審査リスト
と転入届（3
点）

審査リストと
転入届

システム画面
と転入届

差異4 作業対象物
の差異

審査リストと
異動届

審査リストと
異動届

審査リストと
異動届

住民票原本と
異動届

住民基本台帳
転入届
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標準業務フロー（After To-Be）

申請者 担当課 窓口 担当課 バックヤード

問い合わせ対応

受付

相談・問い合わせ

他部署への連絡

内容確認

システム入力（仮登録）

内容確認

形式審査転入届の提出

内容審査

本人確認

データ更新（本登録）関係部署の案内

関連書類の保管

標準業務フロー（To-Beフロー）

(マイナンバー)転入予約 転出データ取込

標準準拠システム機能

標準準拠システムとのFit&Gap及び業務フローの見直しを行い作成した、標準準拠システム導入直後に目指すべき
業務フロー（To-Beフロー）を下記に示す。

作業廃止

簡略化

作業

データの自動取り込み
RPA等により転出データを自

動で取り込む

（マイナンバー利用時）
暗証番号確認

※マイナンバー利用でも受付
時に一部手書きする項目有

転出データのQRコード
読み取り

システム画面上で
内容確認を実施

※内容確認対象：転入届と
内容確認表

申請書のデータ化/入力自動化
内容確認の自動化/審査補助

・RPAにより入力を自動化
・RPAにより入力内容の審査を補助

標準準拠システム機能

標準準拠システム機能

標準準拠システム機能

想定する施策

想定する施策
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住民基本台帳
転入届

ワークフローシステムなどで連絡
電子データ化した情報を他部署へ共有

想定する施策

チャットボットの活用
想定する施策



標準業務フロー（After Can-Be）

標準業務フロー（Can-Beフロー）
申請者 担当課 窓口 担当課 バックヤード

問い合わせ対応

受付

相談・問い合わせ

他部署への連絡

内容確認

システム入力

内容確認

形式審査転入届の提出

内容審査

本人確認

データ更新関係部署の案内

関連書類の保管

ノウハウの蓄積・共有
問合せ内容を蓄積し、対応方
法をマニュアル化することで、問
合せ対応を効率化

想定する施策

チェックリスト化
形式審査のノウハウを集約する
ことでミスを防ぐとともに簡略化

想定する施策

申請書の電子データ化
AI-OCR等により申請書情報を電子
データ化
実証ではAI-OCRにより電子データ化
・転出証明書
・異動届出書

想定する施策

RPAによる入力自動化
電子データ化された情報をRPA
を用いてシステムへ入力

想定する施策

RPAによる内容確認の自動化
データ更新内容（申請内容と更
新済データ）の確認にRPAを活
用することで、手作業で行ってい
た再確認を自動化

想定する施策
RPAで自動入力できなかった項目
（エラーなど）の修正は手作業で
対応

標準準拠システム機能を考慮し作成したTo-Beを見据え、To-Beに至るまでの実現可能なステップとして検討したCan-Be
フローを下記に示す。
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住民基本台帳
転入届

実証対象

実証対象

実証対象

作業廃止

簡略化

作業

ワークフローシステムなどで連絡
電子データ化した情報を他部署へ共有

想定する施策



団体間業務フロー比較（As-Is）個人住民税
特別徴収異動届

異動届の提出 形式審査

受付

内容審査

内容確認

送付

システム入力

発行

決裁

申請者（事業者） 担当課

【差異1】

【差異2】

【差異3】

内容確認

【差異4】

【差異5】

【差異6】

【差異7】

No. 差異の
種別

塩尻市 須坂市 小諸市 松川町

差異1 確認対象物
の差異

課税システムに
て確認

課税システム、
税務LANにて
確認

課税システムに
て確認

課税システムに
て確認

差異2 作業対象の
差異

RPA作業用
Excelへ入力
※Reamsへは
RPAが入力

Reams、税務
LANへ手入力

Reamsへ手
入力

Reamsへ手
入力

差異3 確認対象物
の差異

システムと異動
届を照合

通知書控えと
異動届を照合

決議書と異動
届を照合

決議書と異動
届を照合

差異4 作業有無の
差異

庁内で通知書
発行
目隠し作業有

外部委託にて
通知書発行

庁内にて通知
書発行
目隠し作業有

庁内にて通知
書発行
目隠し作業有

差異5 作業有無の
差異

照合作業有 照合作業有 照合作業なし 照合作業なし

差異6 確認対象物
の差異

通知書と異動
届を照合

通知書控えと
異動届を照合

ー ー

差異7 送付物の差
異

通知書以外特
になし

通知書以外特
になし

お知らせ文を
同封する

お知らせ文を
同封する
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4団体の現状の業務フローについて、標準化するにあたり解消すべき団体間差異を下記にまとめる。
住民基本台帳（転入届）と同様に、業務の流れに大きな違いはないものの、作業の有無、作業対象物に複数の差異がある
ことが分かった。これらの差異も踏まえ、ICTツールや標準準拠システム機能を活用した標準業務フローを検討した。



標準業務フロー（After To-Be）

標準業務フロー（To-Beフロー）

申請者（事業者） 担当課 窓口 担当課 バックヤード

受付

内容確認

システム入力

内容確認

形式審査異動届の提出

内容審査

発行

通知書受領

決裁

送付

外部委託の活用による作業廃止
帳票の発行や封入封緘、送付作業
を外部委託することで庁内で実施す
る作業を削減

想定する施策

・フォーマットの統一
・HP上での注意事項記載に

よる記載ミスの防止

想定する施策

eLTAX申請のシステム
への一括更新

標準準拠システム機能

一括更新結果のリスト
出力

標準準拠システム機能

申請書のデータ化/
同一フォーマット出力

想定する施策

AI-OCR/RPAの活用による
システム入力・入力内容チェック

の自動化

想定する施策

RPAによる内容審査補助
RPAによる課税台帳確認や申請
書情報の補完

想定する施策

通知書の電子交付の利用
想定する施策
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標準準拠システムとのFit&Gap及び業務フローの見直しを行い作成した、標準準拠システム導入直後に目指すべき
業務フロー（To-Beフロー）を下記に示す。

個人住民税
特別徴収異動届

作業廃止

簡略化

作業

帳票項目の統一
想定する施策

標準準拠システム機能



標準業務フロー（After Can-Be）

標準業務フロー（Can-Beフロー）
申請者（事業者） 担当課 窓口 担当課 バックヤード

受付

内容確認

システム入力

内容確認

形式審査異動届の提出

内容審査

発行

通知書受領

決裁

送付

帳票項目の統一
総務省の標準帳票など国の

様式に合わせていく

HPへの注意事項記載

想定する施策

システムの連携機能の活用
eLTAXとReamsの連携機能
を活用し転記の手間を省く

想定する施策

AI-OCRによる電子データ化
AI-OCRにて申請書情報を電子

データ化する

RPAによる内容審査自動化
課税台帳とのチェックなど内容審査
補助をRPAにて行い自動化する

想定する施策

RPAによる入力自動化
電子データ化された情報をRPAにてシステム
へ入力し、決議書の印刷まで自動で行う

想定する施策

単純作業の外部委託
帳票の発行や封入封緘、
送付作業を外部委託する

想定する施策

送付物のチェックリスト化
送付物のチェックリストを設けることで、
封入作業時の確認の手間を省く
（チェックリストは外部委託を活用した
場合にも転用可能）

想定する施策
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標準準拠システム機能を考慮し作成したTo-Beを見据え、To-Beに至るまでの実現可能なステップとして検討したCan-Be
フローを下記に示す。

個人住民税
特別徴収異動届

実証対象
実証対象

作業廃止

簡略化

作業



効 果住民基本台帳
転入届

■入力内容確認を複数件
まとめて処理することで、ICT
ツールの活用効果増大

■入力内容確認でRPA活用により、
確認作業の短縮化

■バックヤードにおける複数回の内容確認が
なくなったことによる作業効率向上

【各団体のICTツール導入実証結果】
窓口で即時処理が求められる業務では、ICT適用可能な作業が限られるが、バックヤードにおける内容確認を一括で処理する
ことが可能な場合に、ICT活用による作業効率向上に繋がり易いと想定される。

【行政サービスコスト面でのメリット】
Can-Beフロー適用により削減時間は4団体平均で12%程度、人件費141,970円に相当することが想定される。削減できた
時間を、職員でなければできない業務へ充てることで、さらなる行政サービス向上に繋がると考えられる。

※人工：職員一人の年間業務時間の目安約1,950時間（7.75時間/日×21日/月×12か月）から算出
※人件費：長野県職員平均給与月額(国比較ベースR2.4.1) ¥369,153から算出

ICTツールの共同化を見据えた実証環境を構築し、RPA、AI-OCR導入による効果を測定した。
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団体 年間件数(件)
業務時間（月間/年間） 削減効果

As-Is(時間) Can-Be(時間) 削減時間(時間) 作業時間削減率（％） 人工 年間人件費換算

4団体平均 1,407 42/508 37/446 5/62 12% 0.03 ¥141,970
塩尻市 1,900 53/633 45/540 8/93 15% 0.05 ¥211,017
須坂市 1,900 49/585 42/500 7/85 15% 0.04 ¥193,600
小諸市 1,552 60/724 55/661 6/63 9% 0.03 ¥142,987
松川町 277 8/90 7/81 1/9 10% 0.00 ¥20,276



効 果個人住民税
特別徴収異動届

■帳票発行、■送付作業をBPO
することによる職員負荷軽減

■システム入力でのRPA活用により
手入力時と比較した場合の大きな
作業時間削減

■内容審査でのAI-OCRによる申請書
のデータ化・内容確認とRPAによるデータ
補完により、内容審査作業の軽減、作業
時間の短縮化

ICTツールの共同化を見据えた実証環境を構築し、RPA、AI-OCR導入による効果を測定した。
【各団体のICTツール導入実証結果】
現状職員が手作業で行っている内容審査とシステム入力にICTツールを活用することで、1件当たりの作業時間は4団体平均
で20分削減となり、As-Isフローの約1/3の作業時間となった。また、ICTツールの活用以外にも、帳票発行や送付などの
職員でなくてもできる作業は、BPO（外部委託）を活用することで職員の作業負荷軽減に繋がる。

【行政サービスコスト面でのメリット】
Can-Beフロー適用による削減時間は、4団体平均で約74%、人件費換算すると1,107,121円に相当する。削減できた時間
を職員でなければできない業務へ充てることで、更なる行政サービス向上に繋がると考えられる。

※人工：職員一人の年間業務
時間の目安約1,950時間
（7.75時間/日×21日/月×12
か月）から算出
※人件費：長野県職員平均給
与月額(国比較ベースR2.4.1) 
¥369,153から算出
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団体 年間件数(件)
業務時間（月間/年間） 削減効果

As-Is(時間) Can-Be(時間) 削減時間(時間) 作業時間削減率（％） 人工 年間人件費換算

4団体平均 2010 55/658 14/173 41/487 74% 0.25 ¥1,107,121
塩尻市 3600 69/828 22/264 47/564 68% 0.29 ¥1,281,245
須坂市 2300 44/533 14/171 30/362 68% 0.19 ¥822,927
小諸市 1989 98/1177 19/225 79/951 81% 0.49 ¥2,161,317
松川町 150 8/96 2/25 6/72 75% 0.04 ¥162,995



効 果
ICTツール活用を考える上では、導入前後に複数の課題があり、それら全ての課題を自治体単独（特に小規模市町村）で
解決することは困難である。その結果として、ICTツールによる業務改善効果が得られることを認識しつつも、導入を断念したり、
一度導入したものの継続を断念する自治体が多く存在することが想定される。
上記課題を解決し、小規模自治体を含めて「誰一人取り残さないデジタル化」を推進するための手段として、ICTツールの
「共同化」が必要である。

11

自治体単独での
解決は困難

ICTツール活用における課題



【共同化を用いたBPR検討プロセス】
長野県の過去事例を参考に、共同化を用いたBPR検討プロセスを作成した。このプロセスにおいて最も重要なのは、
初めに複数団体による「目標共有」を行うことであり、この時点で何を？（共同化対象）、誰が？（参加団体）、どこまで？
（どの程度のレベルで）共同化することを目指すのかをすり合わせる必要がある。

共同化を用いたBPR検討プロセス（複数団体で実施）

①現状可視化 ③施策検討

現状維持

④最適化②課題明確化

ICTツール共同化
共同化
モデルA

共同化モ
デルB

共同化モ
デルC

⓪目標共有

何を？【共同化対象】
誰が？【参加団体】
どこまで？【どの程度のレベルで】

導入断念

：複数団体で実施

：従来プロセス（単独で実施）

市町村にとっては、複数団体が集まり検討を行う場を持つこと自体が共同化における最大の課題となり得るが、長野県では
組合・協議会等を活用し、過去に複数の共同化（主にモノの共同調達）を実現した経緯がある。
また、複数団体における共同化には、調達・契約事務を取りまとめる「共同発注者」が必要である。長野県では「長野県市町
村自治振興組合」がその役割を担っているが、その他、法人格を持つ広域連合や代表団体、第3セクターなどが共同発注者の
候補として挙げられる。

組合・協議会 目的 参加者

長野県市町村自治振興組合
（一部事務組合）
※http://www.union.nagan
o-map.lg.jp/

県内市町村の情報化に関する企画・立案や、システムの共同構
築・運用並びに人材育成事業等を実施し、 事務経費・事務負
担の軽減並びに職員の情報化に係る技術・能力の向上を図る。

全市町村

先端技術活用推進協議会 行政、産業、住民生活への先端技術の社会実装を推進するため、
県及び市町村等、若しくは市町村間で共通的に利用するシステ
ム等の共同調達に向けた情報共有や仕様の検討等を行う。

県、全市町村、広域
連合、長野県市町
村自治振興組合 12

効 果

http://www.union.nagano-map.lg.jp/


ここまでの検討を踏まえ、ICTツールの共同化に必要な構成要素と想定される組み合わせを整理し、ICTツールの共同化モデル
を作成するとともに、共同化効果を最大化するための条件と、共同化レベルについて検討した結果を下記に示す。

【共同化効果を最大化するポイント】

レベルⅠ「モノの共同調達」から共同化効果が得られるが、
ツール適用対象業務の帳票・業務フローを標準化すること
で、より多くの「コト」に共同化効果が生まれ、1団体当たり
のトータルコスト低減に繋がる。また、ツール保守や初期導
入作業、RPAのロボット作成といった「コト」は、ツール適用先
のシステム機能・UI等の違いより委託先での作業に差が生
じるため、レベルⅡに加え、業務システムが同一の場合に共
同化効果が最大となる。
※ただし、基幹系業務システムの標準化により、今後レベル
Ⅱ・Ⅲの差は縮まると想定される。

13

【共同化モデルにおける共同化対象】
• モノ（ライセンス/機材）
• コト（調達、導入・運用に係る事務）

効 果



【ICTツール共同化による導入・運用コスト削減効果試算（単独導入 vs 共同化）】
参加団体が共同化効果最大化のための3条件(前ページ、条件Ⅰ～Ⅲ)を満たす場合、AI-OCRでは約４割、RPAでは
約７割のコスト削減効果（モノ・コトの合計）が得られる試算となった。

14

効 果



総 括
本事業での検討について下記の通りまとめる。

15

【Step１～2：複数団体での業務比較及びICTツールを活用した標準業務プロセス構築】
実施内容：
 小諸市の業務量調査結果を活用し、ICTツール活用が見込める作業を含む業務を2業務選定。
 同一の基幹系システムを利用する4団体において、業務の可視化・分析を行い、標準仕様書とのFit&Gap及びBPRの2つの観点から標準化
検討（Can-Be、To-Beフロー構築）を実施。

分かったこと：
 団体間で業務の大まかなフローは共通しているものの、帳票や細かな作業方法が異なることが判明。
 標準仕様書のモデル的な業務フローは、職員作業に関する記載粒度が荒いため、BPRを検討する上では、職員が実際に行う作業レベルまで
を可視化し、新たな業務フローを再設計する必要がある。

 標準仕様書とのFit&Gapにおいては、 ①現行業務フローへの影響が大きいと思われる項目と、②業務システム寄りの細かな項目に着目する
必要があり、特に①については担当課職員自らが理解し検討に加わることが重要。

【Step3：ICTツール導入実証及び共同化モデル構築】
実施内容：
 ICTツールの共同化を見据えた実証環境を構築し、RPA、AI-OCR導入による効果を測定。
 共同化を用いたBPRプロセスを検討しICTツールの共同化モデルを構築。
分かったこと：
 対象2業務においてICTツール活用による、業務効率化の効果があることが分かった一方で、自治体規模により単独では費用対効果が見込め
ないことや、ICTツール活用に伴い発生するコト（調達、導入・運用に係る事務）や、そのための人材確保が課題となる。

 「誰一人取り残さないデジタル化」を推進するための手段として、ICTツールの「共同化」が必要である。



総 括

１. 市町村業務の標準化・デジタル化におけるICTツール共同化の必要性
• ICTツールを活用した業務改革が自治体共通の課題である一方、ICTツール活用に伴い発生するコト（調達、導入・運用に係る事務）や、
そのための人材確保が小規模自治体における課題となっており、解決策としてICTツール共同化が必要である。

• ICTツール共同化の推進は、これまで施策適用を断念してきた自治体を含めた業務の「最適化」促進に繋がると同時に、複数団体が共に
共同化を用いたBPR検討を繰り返すことで「誰一人取り残さない（面的な）」標準化・デジタル化が加速すると考える。

⇒ ICTツールの共同化効果最大化には複数団体間での帳票・業務フローの標準化が必要だが、参加団体数が増えるほど調整・合意形成の
ハードルは高まることが予想される。そのため、ハードルを乗り越え、共同化に取組む自治体への国からの支援強化を期待する。具体的には、
共同化への参加団体数が増えるほど補助率が上がる補助金制度の創設などが挙げられる。

２. 複数団体による目標共有・BPR検討の必要性
• 各自治体が業務改革に取組む際、他自治体と比較を行うことが、自らの業務課題を認識するきっかけとなる。
• 複数団体がICTツール共同化を試みる場合は、初めに目標を共有し、より高い共同化レベルを目指して共にBPRに取組むことが重要である。
• 一方、市町村が他市町村に対してリーダーシップを発揮することは困難な場合もあることから、市町村が主体性を発揮しやすいよう県が事務局
となり、協議会やワーキンググループを立ち上げることも有効な手段である。

３. ICTツール共同化の価値をより高めるために
• ICTツール共同化における「コト」の発注先として、地域主体の自営型テレワークを選択肢の一つとして採用することで、地域活性化
（雇用創出、ICT人材の育成）にも繋がると考える。
※長野県内における自営型テレワーク事業の例＝塩尻市：KADO（塩尻市振興公社）、立科町：立科町テレワークセンター（テレワーク推進事業）

本事業での検討結果を踏まえ、下記提言を行う。
提言



その業務を選定した理由
【業務選定の考え方】
以下の観点で、業務の選定を行った。
 本事業実施開始時期(R3.7)に、標準準拠システムの仕様が公開されている。(住民基本台帳)
 システム標準化対象17業務について、作業の性質に着目した分析を実施し、「専門性が不要で定型的な作業」

の量が多い。

17
※総務省「自治体におけるRPA導入ガイドブック」（https://www.soumu.go.jp/main_content/000731625.pdf）より

https://www.soumu.go.jp/main_content/000731625.pdf


その業務を選定した理由

絞り込んだ業務に関して、参加団体へのアンケートを実施し、対象業務を２つ決定した。

＜業務選定アンケート結果＞

18

No. 業務分類 具体業務 須坂市 小諸市 塩尻市 松川町 合計点

1 住民基本台帳
通知
例：転入通知の受理
※標準仕様書（1版）P42

2 2 2 2 8

2 住民基本台帳 変更届
例：転居届等 1 1 1 1 4

3 固定資産税 土地評価 4 8 4 6 22

4 固定資産税 家屋賦課（家屋評価） 6 6 6 7 25

5 固定資産税 家屋評価 8 7 3 8 26

6 個人住民税 当初課税準備（住民税課税資料入力） 3 4 8 3 18

7 個人住民税 当初課税準備（個人住民税課税判定） 7 5 7 5 24

8 個人住民税 特別徴収異動届 5 3 5 4 17

（※表の数値は各業務分類に対する参加団体の希望順位。
合計点が小さいほど、参加団体の希望が高いことを表す）



その標準業務フローとした理由
【現状業務フローの分析】
選定した業務について各団体の現状を把握するため、本事業で準備した業務手順書を用いて、各団体担当課職員
にヒアリングし整理した。団体毎の差異・課題を明確にし、標準業務フローの検討を進めた。

19



その標準業務フローとした理由
【現状業務フローの分析結果・団体間の課題整理・比較】（住民基本台帳）

参加団体間比較から共通課題と単独課題が見え、改善点が明確になった。

20



その標準業務フローとした理由
【現状業務フローの分析結果・団体間の課題整理・比較】（個人住民税）

参加団体間比較から共通課題と単独課題が見え、改善点が明確になった。

21



その標準業務フローとした理由

＜住民基本台帳 転入届＞

＜個人住民税 特別徴収異動届＞

22

【考えられるICTソリューション】
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